


























　総務省は 2005 年 6 月に「多文化共生推進に関する研究会」を立ち上げ、
翌年には『地域における多文化共生推進プラン』を策定した。これは日本政
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あらためてグラウンデッド・セオリーの理論を提唱した（Strauss, A. L., and 
Corbin, J. 1990）。


































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































   































































































































































プに日本国籍を有しない外国籍 2 世、3 世が含まれたり、「外国人」と呼ば
れるグループの中には既に日本国籍取得者が含まれることもある。そのため、
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